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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ１）と、変性率が０．５～４０％の
変性ポリオレフィン系樹脂であって、前記変性ポリオレフィン系樹脂が、炭素数２～６の
アルケンであるオレフィン成分と、（メタ）アクリル酸エステル成分又は不飽和カルボン
酸成分との共重合体である変性オレフィン系樹脂（ａ２）を含有する層（Ａ２）とが積層
されてなる多層フィルムの層（Ａ２）表面に、
少なくとも、色材と、極性基を有する樹脂と、水または水溶性有機溶媒とを含んでなり、
２５℃における表面張力が１５ｍＮ／ｍ～３０ｍＮ／ｍの範囲であり、且つ粘度が５ｍＰ
ａ・ｓ以下である水性インクを用い、インクジェット記録方式で印字することを特徴とす
る水性インクジェット印刷物の製造方法。
【請求項２】
前記ポリオレフィン系樹脂（ａ１）の融点が１１０℃以上である請求項１記載の水性イン
クジェット印刷物の製造方法。
【請求項３】
前記層（Ａ２）が更にポリオレフィン系樹脂を含有する請求項１～２の何れか１項記載の
水性インクジェット印刷物の製造方法。
【請求項４】
前記層（Ａ２）を形成する樹脂成分１００質量部中に、前記変性オレフィン系樹脂（ａ２
）を２０質量部以上含有するものである請求項１～３の何れか１項記載の水性インクジェ
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ット印刷物の製造方法。
【請求項５】
前記層（Ａ１）と前記層（Ａ２）とが共押出積層法で積層されたものである請求項１～４
の何れか１項記載の水性インクジェット印刷物の製造方法。
【請求項６】
前記水性インクが界面活性剤または低表面張力有機溶媒を含むものである請求項１～５の
何れか１項記載の水性インクジェット印刷物の製造方法。
【請求項７】
前記多層フィルムを加熱しながら印字するか、または印字後の当該多層フィルムを加熱す
る請求項１～６の何れか１項記載の水性インクジェット印刷物の製造方法。
【請求項８】
前記（メタ）アクリル酸エステル成分又は不飽和カルボン酸成分が、
（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、
（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル
、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸オクチ
ル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ステアリル、アクリル酸、メタク
リル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロト
ン酸、及び不飽和ジカルボン酸のハーフエステル、ハーフアミドからなる群から選ばれる
１種以上の成分である、請求項１～７の何れか１項記載の水性インクジェット印刷物の製
造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラスチック基板上であってもインクジェット印刷を可能とする水性インク
ジェット記録媒体に関するものであり、詳しくは、水性インクジェットインクとプラスチ
ック基板との密着性が優れ、印刷後の印刷面の剥がれ等が無い水性インクジェットインク
用記録媒体とその印刷物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、マルチメディアの技術進歩に伴い、インクジェット方式のプリンターが業務用、
民生用を問わず広く普及している。インクジェット方式のプリンターは、マルチカラー化
および画像の大型化が容易であることや、平滑面だけでなく凹凸面への印刷が可能であっ
たり、オンデマンド印刷が可能である等の多くの特徴を有している。中でも、油性インク
に比べて環境面や安全面で問題を生じにくい水性インクを利用したインクジェット印刷は
、最近の主流となっている。
【０００３】
　インクジェット被記録材として紙を支持体としているものは、水に触れた際に支持体が
波打つコックリングと呼ばれる現象が発生したり、あるいは破けたりすることにより見栄
えが悪くなる問題があった。このような問題を解決するために、プラスチックフィルム自
体を支持体とし、この上にインク受理層を設けたインクジェット記録媒体を用い、これに
印刷を施すことが提案されている（例えば、特許文献１～４参照。）。このような媒体は
、耐水性にも優れ、屋外広告やポスター、ラベル、壁紙等としても使用されうるものであ
る。しかしながら、プラスチックフィルムの表面はインクジェットインクとの密着性が悪
く、通常アンカー層、プライマー層、下引き層、接着層等と称される層を当該フィルム表
面に形成させた上にポリウレタンやポリアクリル等を主成分とするインク受容層を設ける
工程が必須であった。この様な表面処理工程は、コストアップに繋がるだけでなく、工程
が増えることから生産に掛かる時間も多く必要となる。更には、表面処理を溶剤を含む塗
料の塗布によって行なう場合には、含有する溶剤を除去する工程が必要であり、溶剤が有
機溶剤である場合には環境への負荷も大きくなる。一方、インク受理剤を塗工する替わり
にフィルム表面に微多孔を設け、該微多孔がインクを吸収することにより固着させるイン
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クジェット記録媒体も報告されている（例えば、特許文献５参照。）。しかし、延伸工程
が必要であることや、微多孔が光を乱反射するため、通常、フィルムが白色となり透明性
が求められる分野によっては用途が制限される場合があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１１９４２８号公報
【特許文献２】特開２００１－１５０６１２号公報
【特許文献３】特開２００２－１０３８０２号公報
【特許文献４】特開２００７－１３０７８０号公報
【特許文献５】特開２００１－１８１４２４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、上記のような問題に鑑みなされたものであり、従来のプラスチックフ
ィルムを基材として用いる際に必須の表面処理や延伸工程を行なわずとも水性インクとの
密着性が良好で、インクジェット印刷後の剥がれ等の問題が生じない水性インクジェット
インク用記録媒体とその印刷物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決するために鋭意研究した結果、ポリオレフィン系樹脂（
ａ１）を主成分とする層（Ａ１）と、酸変性オレフィン系樹脂（ａ２）を含有する層（Ａ
２）とが積層されてなる多層フィルムを水性インクジェットインク用の記録媒体として用
いることによって、上記課題を解決できることを見出し、本発明を完成した。
【０００７】
　即ち、本発明は、ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ１）と、酸変性
オレフィン系樹脂（ａ２）を含有する層（Ａ２）とが（Ａ１）／（Ａ２）の順で積層され
てなることを特徴とする水性インクジェットインク用記録媒体、及び当該記録媒体におけ
る層（Ａ２）上に水性インクを用いたインクジェット印刷を施してなることを特徴とする
印刷物並びにそれらの製造方法を提供するものである。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によって得られる水性インクジェット印刷物は、多層フィルム上に直接インクジ
ェット印刷を施すことにより簡便に得られるものである。目的とする性能（透明性、剛性
、加工性等）や用途（包装材、ポスター、ラベル等）に応じて当該多層フィルムの層構成
を選択することで容易に設計変更が可能であり、汎用性に優れる。得られる印刷物は、水
性インクと多層フィルムとの密着性が良好であることにより、長期で保存しても印刷部分
の剥がれ等が生じず、そのまま使用しても、又この印刷物を二次加工し、袋状等にするこ
とも可能である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の水性インクジェット印刷物の支持体として機能するプラスチックフィルムは、
少なくともポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ１）と酸変性オレフィン
系樹脂（ａ２）を含有する層（Ａ２）とを有するものである。この層（Ａ２）は支持体と
しての機能と同時に、水性インクとの易接着層としても機能を有する。尚、本発明におい
て「主成分とする」とは、当該特定の樹脂を、層を形成する樹脂組成物全量に対して８０
質量％以上含有する事を言うものであり、好ましくは、８５質量％以上が特定の樹脂であ
ることを言う。又、本発明において「含有する」とは、当該特定の樹脂を、層を形成する
樹脂組成物全量に対して１質量％以上含有する事を言うものであり、好ましくは、２０質
量％以上が特定の樹脂であることを言う。
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【００１０】
　本発明の水性インクジェット印刷物の印刷面の反対側は、ポリオレフィン系樹脂（ａ１
）を主成分とする層（Ａ１）である。ここで用いることができるポリオレフィン系樹脂（
ａ１）としては、炭素数２～６のα－オレフィンの単独重合体又は共重合体が挙げられる
。共重合形式は、ブロック共重合体であってもランダム共重合体であってもよい。また、
ポリオレフィン系樹脂（ａ１）としては、記録後の成形時における外観の保持、フィルム
自体の反りの抑制の観点から、その融点が１１０℃以上であるものを用いることが好まし
い。
【００１１】
　前記ポリオレフィン系樹脂（ａ１）としては、例えば、ポリプロピレン系樹脂、ポリエ
チレン系樹脂等として知られているものを何れも用いることができる。例えば、ポリプロ
ピレン系樹脂としては、プロピレン単独重合体、プロピレン－エチレン共重合体、プロピ
レン－ブテン－１共重合体、プロピレン－エチレン－ブテン－１共重合体、エチレン－プ
ロピレンブロック共重合体、メタロセン触媒系ポリプロピレン等が挙げられる。これらは
単独で用いても、２種以上を併用してもよい。インクジェット印刷を施す前の水性インク
ジェットインク用記録媒体をロール状に巻き取り、長期間保管する場合は、ブロッキング
を防止する観点から結晶性のプロピレン系樹脂を用いることが好ましい。なお、本願にお
いて結晶性とはＤＳＣ（示差走査熱量測定）において９５～２５０℃の範囲で０．５Ｊ／
ｇ以上のピークを有することを言うものである。
【００１２】
　また、上記のポリプロピレン系樹脂は、メルトフローレート（以下、「２３０℃のＭＦ
Ｒ」という。；ＪＩＳ　Ｋ７２１０：１９９９に準拠して、２３０℃、２１．１８Ｎで測
定した値）が０．５～３０．０ｇ／１０分で、融点が１２０～１６５℃であるものが好ま
しく、より好ましくは、２３０℃のＭＦＲが２．０～１５．０ｇ／１０分で、融点が１２
５～１６２℃のものである。ＭＦＲ及び融点がこの範囲であれば、印刷物に加熱成形等を
行なう場合においてもフィルムの収縮が少ないため、印刷面の外観を保持できると共に、
媒体自身の反りを発生させることもなく、共押出多層フィルムとするときの成膜性も向上
する。また、密度は０．８９０～０．９１０ｇ／ｃｍ３であることが好ましく、０．８９
５～０．９０５ｇ／ｃｍ３であることがより好ましい。
【００１３】
　また、特に、層（Ａ１）にプロピレン－エチレンブロック共重合体を用いる場合、表面
が梨地状に改質され、多層フィルムをロール状に巻き取る際のシワの発生を抑制すること
ができ、また、ロール状で保管した際のブロッキングを軽減できる。ここでプロピレン－
エチレンブロック共重合体は、プロピレンとエチレンとをブロック重合した樹脂であり、
例えば、プロピレン単独重合体の存在下で、エチレンの重合、又はエチレン及びプロピレ
ンの重合を行って得られるプロピレン－エチレンブロック共重合体等が挙げられる。
【００１４】
　また、層（Ａ１）に結晶性プロピレン系樹脂とエチレン・プロピレンゴム（以下、「Ｅ
ＰＲ」という。）との混合樹脂を用いると、層（Ａ１）の表面を梨地状に容易に改質する
ことができる。このとき用いる結晶性プロピレン系樹脂としては、汎用性の高いプロピレ
ン単独重合体が好ましい。一方、このとき用いるＥＰＲとしては、重量平均分子量が４０
万～１００万の範囲であるものがフィルム表面に凹凸を形成させて、表面を梨地状に改質
できる点で好ましく、５０～８０万の範囲であることがより好ましい。また、混合樹脂中
のＥＰＲの含有率は、５～３５質量％の範囲であることがフィルム表面を均質に梨地状に
改質できる点で好ましい。この結晶性プロピレン系重合体とＥＰＲとの混合樹脂のＭＦＲ
（２３０℃）は、０．５～１５ｇ／１０分の範囲であることが押出加工しやすい点で好ま
しい。なお、前記ＥＰＲの重量平均分子量は、該混合樹脂を、オルソジクロルベンゼンを
溶媒として使用し、４０℃においてクロス分別法によって抽出した成分をＧＰＣ（ゲルパ
ーミエーションクロマトグラフィー）によって算出して求めたものである。また、前記混
合樹脂中のＥＰＲの含有率は、該混合樹脂を、オルソジクロルベンゼンを溶媒として使用
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し、４０℃においてクロス分別法によって抽出されたＥＰＲの抽出量より求めたものであ
る。
【００１５】
　前記結晶性プロピレン系樹脂とＥＰＲとの混合樹脂の製造方法は、特に制限はなく、具
体例として例えば、プロピレン単独重合体とエチレン・プロピレンゴムとを、それぞれ別
々にチーグラー型触媒を用いて溶液重合法、スラリー重合法、気相重合法等により製造し
た後、両者を混合機にて混合する方法や、２段重合法により、１段目でプロピレン単独重
合体を生成させた後、２段目においてこの重合体の存在下でＥＰＲを生成させる方法等が
挙げられる。
【００１６】
　前記チーグラー型触媒は、所謂チーグラー・ナッタ触媒であり、チタン含有化合物など
の遷移金属化合物、またはマグネシウム化合物などの担体に遷移金属化合物を担持させる
ことによって、得られる担体担持触媒と有機アルミニウム化合物などの有機金属化合物の
助触媒とを組み合わせたもの等が挙げられる。
【００１７】
　前記ポリエチレン系樹脂としては中密度ポリエチレン（ＭＤＰＥ）、高密度ポリエチレ
ン（ＨＤＰＥ）等が挙げられ、密度は０．９２～０．９７ｇ／ｃｍ３であることが好まし
い。密度がこの範囲であれば、適度な剛性を有し、フィルム成膜性、押出適性が向上する
。また、ポリエチレン系樹脂のＭＦＲ（１９０℃、２１．１８Ｎ）は２～２０ｇ／１０分
であることが好ましく、３～１０ｇ／１０分であることがより好ましい。ＭＦＲがこの範
囲であれば、フィルムの押出成形性が向上し、多層フィルムをロール状に巻き取る際に起
こりやすい、シワの発生を抑制することができ、ロール状からの繰り出し性に優れる。更
に、これらのポリエチレン系樹脂は融点が１１０～１３５℃のものであることが好ましく
、より好ましくは、融点が１１５～１３０℃のものである。融点がこの範囲であれば、印
刷後の成形等によって加温された場合にもフィルムの収縮が少ないため、記録面の外観を
保持でき、又フィルム自体の反りを抑制することができる。これらは単独で用いても、２
種以上を併用してもよい。
【００１８】
　ポリオレフィン系樹脂（ａ１）を主成分とする層（Ａ１）としては、単層であっても２
層以上の多層構成を有するものであってもよい。より剛性や耐熱性に優れ、印刷物を二次
加工する際の加工性に優れる点から、ポリプロピレン系樹脂を主体とする単層或いは多層
構成のフィルムであることが好ましい。又、例えば、印刷物を包装体として用いる場合に
は、印刷面の反対の面の最表層を特開２００６－２１３０６５号公報に記載のような１－
ブテンとプロピレンとを必須成分としてなる１－ブテン系共重合体およびプロピレンとエ
チレンとを必須成分としてなる共重合体を含有してなるヒートシール層とすることで、易
開封性の袋とすることができる。又、同様に蓋材として用いる場合には、特開２００４－
７５１８１号公報や特開２００８－８０５４３号公報に記載のような多層構成とすること
によって、易開封性を有するものとすることが可能である。更に特開２０１０－２３４６
６０号公報に記載のような環状ポリオレフィン系樹脂を多層構成の中の一つの層として使
用すると、易引き裂き性を有する印刷物とすることも可能であり、印刷物の用途に応じて
種々の多層構成を採用することが好ましい。
【００１９】
　また、層（Ａ１）上〔後述する層（Ａ２）と反対の面〕に粘着剤層を設けることにより
看板、車両等に貼り付け可能なインクジェット印刷物（ラベル）とすることもできる。粘
着剤の種類は特に限定されるものではなく、例えば、天然ゴム系、合成ゴム系、アクリル
系、ウレタン系、ビニルエーテル系、シリコーン系、アミド系及びスチレン系粘着剤、ス
チレン系エラストマー、オレフィン系エラストマー等が挙げられる。前記粘着剤層には、
粘着特性の制御等を目的として必要に応じて、例えばα－ピネンやβ－ピネン重合体、ジ
テルペン重合体、α－ピネン・フェノール共重合体等のテルペン系樹脂、脂肪族系や芳香
族系、脂肪族・芳香族共重合体系等の炭化水素系樹脂、その他ロジン系樹脂やクマロンイ
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ンデン系樹脂、（アルキル）フェノール系樹脂やキシレン系樹脂など適当な粘着付与剤を
配合できる。これらの中でも、層（Ａ１）と後述する層（Ａ２）とを共押出法で積層する
際に、同時に層（Ａ２）の反対面の層（Ａ１）上に粘着層を共押出で積層させる方法が製
造サイクル上好ましい。
【００２０】
　本発明における層（Ａ２）は酸変性オレフィン系樹脂（ａ２）を必須成分とし含有する
層である。酸変性ポリオレフィン系樹脂（ａ２）の主成分であるオレフィン成分は特に限
定されないが、エチレン、プロピレン、イソブチレン、２－ブテン、１－ブテン、１－ペ
ンテン、１－ヘキセン等の炭素数２～６のアルケンが好ましく、これらの混合物を用いて
もよい。この中で、エチレン、プロピレン、イソブチレン、１－ブテン等の炭素数２～４
のアルケンがより好ましく、エチレン、プロピレンがさらに好ましく、エチレンが最も好
ましい。また、酸変性ポリオレフィン系樹脂（ａ２）は、（メタ）アクリル酸エステル成
分を含有している必要がある。（メタ）アクリル酸エステル成分としては、（メタ）アク
リル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アク
リル酸ブチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）ア
クリル酸デシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）
アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ステアリル等が挙げられる。入手の容易さと接
着性の点から、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリ
ル酸ブチル、アクリル酸ヘキシルがより好ましく、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル
がより好ましい。また、（メタ）アクリル酸エステル成分は、前記オレフィン成分と共重
合されていればよく、その形態は限定されず、共重合の状態としては、例えば、ランダム
共重合、ブロック共重合、グラフト共重合（グラフト変性）などが挙げられる。（なお、
「（メタ）アクリル酸～」とは、「アクリル酸～またはメタクリル酸～」を意味する。）
具体的には例えば、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体としては、エルバロ
イ（商品名：三井・デュポンポリケミカル株式会社製）、アクリフト（商品名：住友化学
株式会社製）等が挙げられる。これらは、１種を単独で用いても２種以上を混合して用い
てもよい。
【００２１】
　また、酸変性ポリオレフィン樹脂（ａ２）は、不飽和カルボン酸成分により酸変性され
たものでもよい。不飽和カルボン酸成分としては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン
酸、無水マレイン酸、イタコン酸、無水イタコン酸、フマル酸、クロトン酸等のほか、不
飽和ジカルボン酸のハーフエステル、ハーフアミド等が挙げられる。中でもアクリル酸、
メタクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸が好ましく、特にアクリル酸、無水マレイン
酸が好ましい。また、不飽和カルボン酸成分は、前記オレフィン成分と共重合されていれ
ばよく、その形態は限定されず、共重合の状態としては、例えば、ランダム共重合、ブロ
ック共重合、グラフト共重合（グラフト変性）などが挙げられる。具体的には例えば、エ
チレン－アクリル酸共重合体としては、ニュクレル（商品名：三井・デュポンポリケミカ
ル株式会社製）等が挙げられる。エチレン－（メタ）アクリル酸エステル－無水マレイン
酸共重合体としては、ボンダイン（商品名：東京材料株式会社製）等が挙げられる。これ
らは、１種を単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。
【００２２】
　前記酸変性オレフィン系樹脂（ａ２）の酸変性率としては、水性インクジェットインク
との密着性と、多層フィルムを巻き取って保管する場合のブロッキングの抑制、印刷後の
シワ等の外観不良の抑制等のバランスに優れる点から０．５～４０％のものを用いること
が好ましく、０．５～３５％であることが更に好ましく、０．５～３０％であることが特
に好ましい。
【００２３】
　本発明における層（Ａ２）は前記酸変性オレフィン系樹脂（ａ２）に加えて更にその他
の樹脂を併用してもよい。特に酸変性オレフィン系樹脂（ａ２）と混合し、且つ前記層（
Ａ１）との共押出が容易である点から、ポリオレフィン系樹脂を併用することが好ましい
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。このとき、層（Ａ２）を形成する樹脂成分１００質量部中に、前記酸変性オレフィン系
樹脂（ａ２）を好ましくは２０質量部以上、特に好ましくは５０質量部以上含有させる。
【００２４】
　前記ポリオレフィン系樹脂としては、前記層（Ａ１）に用いるポリオレフィン系樹脂（
ａ１）で例示したものを何れも好適に用いることができる。このとき層（Ａ１）と層（Ａ
２）とで使用するポリオレフィン系樹脂が同一のものであっても、異なるものであって良
い。又、層（Ａ２）で用いるポリオレフィン系樹脂としては、単一のものであっても複数
種を混合して用いてもよい。
【００２５】
　前記の各層（Ａ１）、（Ａ２）には、必要に応じて、防曇剤、帯電防止剤、熱安定剤、
造核剤、酸化防止剤、滑剤、アンチブロッキング剤、離型剤、紫外線吸収剤、着色剤等の
成分を本発明の目的を損なわない範囲で添加することができる。特に、フィルム成形時の
加工適性や印刷物を包装材とする場合の包装適性を付与するため、表面の摩擦係数は１．
５以下、中でも１．０以下であることが好ましいので、多層フィルムの表面層に相当する
樹脂層には、滑剤やアンチブロッキング剤や帯電防止剤を適宜添加することが好ましい。
【００２６】
　前記の各層（Ａ１）、（Ａ２）の合計厚さとしては、印刷物の用途に応じて適宜設定で
きるものであるが、例えば、包装材（袋や蓋材）とする場合には、２０～５０μｍであり
、ラベルやポスターとする場合には７０～１０００μｍの範囲であることが好ましい。又
、層（Ａ１）、（Ａ２）の合計厚さに対する層（Ａ２）の厚みの割合としては、後述する
インクジェットインクとの密着性を確保できる観点から５～４０％の範囲であることが好
ましく、層（Ａ２）の厚みとしては、２～３０μｍの範囲であることが好ましい。
【００２７】
　前述の層（Ａ１）と層（Ａ２）とを積層する方法としては、層（Ａ１）と層（Ａ２）と
が隣接して積層される共押出積層成形法であることが好ましく、例えば、２台以上の押出
機を用いて溶融押出する、共押出多層ダイス法、フィードブロック法等の種々の共押出法
により溶融状態で層（Ａ１）と層（Ａ２）を積層した後、インフレーション、Ｔダイ・チ
ルロール法等の方法で長尺巻フィルムに加工する方法が好ましく、Ｔダイを用いた共押出
法がより好ましい。
【００２８】
　又、多層フィルムの製造に際して層（Ａ２）表面を、加熱下または不活性ガスの雰囲気
下でコロナ放電もしくはプラズマ放電等を用いて連続的に表面処理を施すことが望ましい
。
【００２９】
　本発明によって得られる印刷物は、前記で得られた多層フィルム上に水性インクを使用
しインクジェット印刷したものである。
【００３０】
　（水性インク）
　本発明で使用する水性インクは、色材と、極性基を有する樹脂と、水または水溶性有機
溶媒とを含んでなり、２５℃における表面張力が１５ｍＮ／ｍ～３０ｍＮ／ｍの範囲であ
り、且つ粘度が５ｍＰａ・ｓ以下である水性インクである。
【００３１】
　（色材）
　水性インクに使用される色材は、通常顔料や染料が使用されるが、印刷物の耐久性の点
から顔料を使用することが好ましい。染料としては、直接染料、酸性染料、食用染料、塩
基性染料、反応性染料、分散染料、建染染料、可溶性建染染料、反応分散染料、など通常
インクジェット記録に使用される各種染料が挙げられる。また、顔料としては、硫酸バリ
ウム、硫酸鉛、酸化チタン、黄色鉛、ベンガラ、酸化クロム、カーボンブラック等の無機
顔料、アントラキノン系顔料、ペリレン系顔料、ジスアゾ系顔料、フタロシアニン系顔料
、イソインドリン系顔料、ジオキサジン系顔料、キナクリドン系顔料、ペリノン系顔料、
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ベンズイミダゾロン系顔料等が挙げられる。これらを単独または混合して用いることがで
きる。汎用のカラー印刷においては、黒色顔料、シアン顔料、マゼンタ顔料、及びイエロ
ー顔料を使用した黒インク、シアンインク、マゼンタインク、及びイエローインクが使用
される。
【００３２】
　黒色顔料としては、耐光性に優れ、隠蔽力の高いファーネスブラック、ランプブラック
、アセチレンブラック、チャンネルブラックなどのカーボンブラック、チタンブラック等
を使用するのが好ましい。
【００３３】
　さらに、色の三原色である、シアン、マゼンタ、およびイエローの代表的な有機顔料の
中で、本発明において好適に使用できる顔料を以下に例示する。
【００３４】
　シアンの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント　ブルー　２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１
５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：３、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　１６、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　ブルー　２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　ブルー　６０、などが挙げられる。
【００３５】
　マゼンタの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　５、Ｃ．Ｉ．ピグ
メント　レッド　７、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド
　４８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　５７、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１２２、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　レッド　１２３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１４６、Ｃ．Ｉ．ピグメン
ト　レッド　１６８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッド　１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　レッ
ド　２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　バイオレッド１９、などが挙げられる。
【００３６】
　イエローの顔料としては、たとえば、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント　イエロー　２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イ
エロー　１２、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　
１４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１６、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１７、Ｃ
．Ｉ．ピグメント　イエロー　７３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　７４、Ｃ．Ｉ．ピ
グメント　イエロー　７５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　８３、Ｃ．Ｉ．ピグメント
　イエロー　９３、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　９５、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロ
ー　９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　９８、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１０
９、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１１４、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１２８、
Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１２９、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１３８、Ｃ．
Ｉ．ピグメント　イエロー　１５１、Ｃ．Ｉ．ピグメント　イエロー　１５４、Ｃ．Ｉ．
ピグメント　イエロー　１５５、などが挙げられる。
【００３７】
　前記顔料の粒子径は、一次粒子径が１～５００ｎｍの範囲にあるのが好ましく、さらに
好ましいのは２０～２００ｎｍの範囲である。また、媒体中に分散した後の顔料の粒子径
は、１０～３００ｎｍの範囲にあるのが好ましく、さらに好ましいのは、５０～１５０ｎ
ｍの範囲である。顔料の一次粒子径の測定は、電子顕微鏡や、ガスまたは溶質による吸着
法、空気流通法、Ｘ線小角散乱法などで行うことができる。分散後の顔料粒子径の測定は
、種々の方式、例えば、遠心沈降方式、レーザー回折方式（光散乱方式）、ＥＳＡ方式、
キャピラリー方式、電子顕微鏡方式などで行うことができる。
【００３８】
　（極性基を有する樹脂）
　本発明で使用する極性基を有する樹脂は、例えば、にかわ、ゼラチン、ガゼイン、アル
ブミンなどのタンパク質類；アラビアゴム、トラガントゴムなどの天然ゴム類；サボニン
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などのグルコシド類；アルギン酸およびアルギン酸プロピレングリコールエステル、アル
ギン酸トリエタノールアミン、アルギン酸アンモニウムなどのアルギン酸誘導体；メチル
セルロース、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、エチルヒドロ
キシエチルセルロースなどのセルロース誘導体等の天然高分子や、ポリビニルアルコール
類；ポリビニルピロリドン類；ポリアクリル酸、アクリル酸－アクリロニトリル共重合体
、アクリル酸カリウム－アクリロニトリル共重合体、酢酸ビニル－アクリル酸エステル共
重合体、アクリル酸－アクリル酸アルキルエステル共重合などのアクリル系樹脂；スチレ
ン－アクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸共重合体、スチレン－メタクリル酸－
アクリル酸アルキルエステル共重合体、スチレン－α－メチルスチレン－アクリル酸共重
合体、スチレン－α－メチルスチレン－アクリル酸－アクリル酸アルキルエステル共重合
体などのスチレン－アクリル酸樹脂；スチレン－マレイン酸；スチレン－無水マレイン酸
；ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体；ビニルナフタレン－マレイン酸共重合体；酢
酸ビニル－エチレン共重合体、酢酸ビニル－脂肪酸ビニルエチレン共重合体、酢酸ビニル
マレイン酸エステル共重合体、酢酸ビニルクロトン酸共重合体、酢酸ビニルアクリル酸共
重合などの酢酸ビニル系共重合体およびこれらの塩等、合成高分子が挙げられる。
【００３９】
　これらのなかで特に、カルボキシル基（塩の形態であることが好ましい）を有する高分
子化合物（例えば、上記スチレン－アクリル酸樹脂、スチレン－マレイン酸、スチレン－
無水マレイン酸、ビニルナフタレン－アクリル酸共重合体、ビニルナフタレン－マレイン
酸共重合体、酢酸ビニルアクリル酸共重合体）、疎水性基を持つモノマーと親水性基を持
つモノマーとの共重合体、および、疎水性基と親水性基とを合わせ持ったモノマーからな
る重合体上記の塩としては、アルカリ金属、ジエチルアミン、アンモニア、エチルアミン
、トリエチルアミン、プロピルアミン、イソプロピルアミン、ジプロピルアミン、ブチル
アミン、イソブチルアミン、トリエタノールアミン、ジエタノールアミン、アミノメチル
プロパノール、モルホリンなどとの塩が好ましい。これらの共重合体は、重量平均分子量
が３，０００～３００，０００であることが好ましく、より好ましくは１０，０００～２
５０，０００である。
【００４０】
　また、前記高分子が微粒子状となって水に分散してなる水分散体を使用するのも好まし
い。これらの水分散体は、アクリル酸やメタクリル酸等の前記酸モノマーを含む合成高分
子を適宜中和して得ることができる。酸モノマーの含有量は、全モノマーの１重量％～１
５重量％とすることが好ましく、比較的長期間にわたって比較的安定で、凝集に対し耐性
を有するインクジェットインクを与えることができる。
【００４１】
　またこれらの微粒子は架橋していてもよい。例えば、全モノマーの０．１質量％～３質
量％を２官能以上の架橋性モノマーとすることで、架橋構造を有する微粒子とすることが
できる。架橋性モノマーはあまり大量に使用するとゲル化を生じさせるおそれがあるので
、３重量％を超えないように使用することがこのましい。
【００４２】
　このような水分散体の好ましい例は、例えば、スチレン、炭素原子数１～８の（メタ）
クリレート、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、及び（メタ）アクリル酸等を
使用した合成高分子を適宜中和してなる水分散体が挙げられる。
【００４３】
　前記極性基を有する樹脂の分子量は、重量平均分子量に換算して１０，０００～２，０
００，０００の範囲がこのましく、より好ましくは、２０，０００～２５０，０００の範
囲である。重量平均分子量が２０，０００より低いとインクの保存安定性が悪くなること
がある。２５０，０００より高いとインク吐出性に影響し、目詰まり等発生し易くなるこ
とがある。またガラス転移温度は－２０℃～＋３０℃の範囲が好ましい。また前記微粒子
の粒径は、粒径が２０ｎｍ～５００ｎｍの範囲であり、より好ましくは、１００ｎｍ～３
００ｎｍの範囲であり、吐出性に問題のないインクを得ることができる。
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【００４４】
　ここで粒子径の測定は、遠心沈降方式、レーザー回折方式（光散乱方式）、ＥＳＡ方式
、キャピラリー方式、電子顕微鏡方式などで行うことができる。好ましいのは、動的光散
乱法を利用したマイクロトラックＵＰＡによる測定である。
【００４５】
　（水または水溶性有機溶媒）
　水性インクに使用される水は、イオン交換、蒸留等の精製工程を経た純水または超純水
が望ましい。また水溶性有機溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、メ
チルブチルケトン、メチルイソブチルケトン、等のケトン類；メタノール、エタノール、
２－プロパノール、２－メチル－１－プロパノール、１－ブタノール、２－メトキシエタ
ノール、等のアルコール類；テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，２－ジメト
キシエタン、等のエーテル類；ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリドン、２－ピロ
リドン、ＬＥＧ－１、グリセロール、ジエチレングリコール、トリメチロールプロパン、
及び／又はその類を使用することができる。
【００４６】
　（界面活性剤または低表面張力有機溶媒）
　水性インクには表面張力を適宜調整するため、界面活性剤または低表面張力有機溶媒を
添加することができる。界面活性剤は特に限定されるものではなく、各種のアニオン性界
面活性剤、ノニオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、両性界面活性剤などが挙げら
れ、これらの中では、アニオン性界面活性剤、ノニオン性界面活性剤が好ましい。
【００４７】
　アニオン性界面活性剤としては、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフ
ェニルスルホン酸塩、アルキルナフタレンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エス
テルの硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸塩、高級アルコールエーテルの
硫酸エステル塩及びスルホン酸塩、高級アルキルスルホコハク酸塩、ポリオキシエチレン
アルキルエーテルカルボン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸塩、アルキル
リン酸塩、ポリオキシエチレンアルキルエーテルリン酸塩等が挙げられ、これらの具体例
として、ドデシルベンゼンスルホン酸塩、イソプロピルナフタレンスルホン酸塩、モノブ
チルフェニルフェノールモノスルホン酸塩、モノブチルビフェニルスルホン酸塩、ジブチ
ルフェニルフェノールジスルホン酸塩などを挙げることができる。
【００４８】
　ノニオン性界面活性剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリ
オキシエチレンアルキルフェニルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビ
タン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンソルビトール脂肪酸エステル、グリセリン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレングリセ
リン脂肪酸エステル、ポリグリセリン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エステル、ポリオキ
シエチレンアルキルアミン、ポリオキシエチレン脂肪酸アミド、脂肪酸アルキロールアミ
ド、アルキルアルカノールアミド、アセチレングリコール、アセチレングリコールのオキ
シエチレン付加物、ポリエチレングリコールポリプロピレングリコールブロックコポリマ
ー、アルキルフェノールエトキシレート類、等を挙げることができ、これらの中では、ポ
リオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンオクチルフェニルエーテ
ル、ポリオキシエチレンドデシルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテ
ル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレ
ンソルビタン脂肪酸エステル、脂肪酸アルキロールアミド、アセチレングリコール、アセ
チレングリコールのオキシエチレン付加物、ポリエチレングリコールポリプロピレングリ
コールブロックコポリマー、アルキルフェノールエトキシレート類が好ましい。
【００４９】
　その他の界面活性剤として、ポリシロキサンオキシエチレン付加物のようなシリコン系
界面活性剤；パーフルオロアルキルカルボン酸塩、パーフルオロアルキルスルホン酸塩、
オキシエチレンパーフルオロアルキルエーテルのようなフッ素系界面活性剤；スピクリス
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ポール酸、ラムノリピド、リゾレシチンのようなバイオサーファクタント等も使用するこ
とができる。
【００５０】
　これらの界面活性剤は、単独で用いることもでき、又２種類以上を混合して用いること
もできる。また、界面活性剤の溶解安定性等を考慮すると、そのＨＬＢは、７～２０の範
囲であることが好ましい。
【００５１】
　市販のフッ素系界面活性剤として、ノベックＦＣ－４４３０、ＦＣ－４４３２（以上、
住友スリーエム製）、ゾニールＦＳＯ－１００、ＦＳＮ－１００、ＦＳ－３００、ＦＳＯ
（以上、デュポン製）、エフトップＥＦ－１２２Ａ、ＥＦ－３５１，３５２８０１、８０
２（ジェムコ製）、メガファックＦ－４７０、Ｆ－１４０５、Ｆ４７４、Ｆ－４４４（Ｄ
ＩＣ製）、サーフロンＳ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３、Ｓ１２１、Ｓ１３１、Ｓ１
３２、Ｓ－１４１、Ｓ－１４５（旭硝子製）、フタージェントシリーズ（ネオス製）、フ
ルオラッド（Ｆｌｕｏｒａｄ）ＦＣシリーズ（ミネソタ・マイニング・アンド・マニファ
クチュアリング・カンパニー製）、モンフロール（Ｍｏｎｆｌｏｒ）（インペリアル・ケ
ミカル・インダストリー製）、リコベット（Ｌｉｃｏｗｅｔ）ＶＰＦシリーズ（ファルベ
ベルケ・ヘキスト製）が挙げられる。
【００５２】
　シリコン系界面活性剤として、ＫＦ－３５１Ａ、ＫＦ－６４２、オルフィンＰＤ－５０
１、オルフィンＰＤ－５０２、オルフィンＰＤ－５７０（信越化学工業製）、ＢＹＫ３４
７、ＢＹＫ３４８（ビックケミー・ジャパン製）などが挙げられる。
【００５３】
　ポリオキシエチレンアルキルエーテル系活性剤としては、ＢＴシリーズ（日光ケミカル
ズ）、ノニポールシリーズ（三洋化成）、Ｄ-,Ｐ-シリーズ（竹本油脂）、ＥＭＡＬＥＸ 
ＤＡＰＥシリーズ（日本エマルジョン）、ペグノールシリーズ（東邦化学工業）が挙げら
れる。ポリエチレングリコールアルキルエステル系として、ペグノール（東邦化学工業）
が挙げられる。
【００５４】
　アセチレングリコール系界面活性剤としては、オルフィンＥ１０１０、ＳＴＧ、Ｙ（以
上、日信化学社製）、サーフィノール１０４、８２、４２０、４４０、４６５、４８５、
ＴＧ（Ａｉｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　ａｎｄ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｉｎｃ．製）が挙げら
れる。
【００５５】
　また、低表面張力有機溶媒を使用することもできる。例えばグリコールエーテル化合物
としては、ジエチレングリコールモノ（炭素数１～８のアルキル）エーテル、トリエチレ
ングリコールモノ（炭素数１～８のアルキル）エーテル、プロピレングリコールモノ（炭
素数１～６のアルキル）エーテル、ジプロピレングリコールモノ（炭素数１～６のアルキ
ル）エーテルを挙げることができ、これらを１種または２種以上の混合物として使用する
ことができる。
【００５６】
　具体的には、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチル
エーテル、エチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、エチレングリコールモ
ノブチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、ジエ
チレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル
、ジエチレングリコールモノペンチルエーテル、ジエチレングリコールモノヘキシルエー
テル、ジエチレングリコールモノヘプチルエーテル、ジエチレングリコールモノオクチル
チルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモ
ノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノプロピルエーテル、トリエチレングリコ
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ールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノペンチルエーテル、トリエチレン
グリコールモノヘキシルエーテル、トリエチレングリコールモノヘプチルエーテル、トリ
エチレングリコールモノオクチルチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノプロピルエー
テル、プロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピルエーテル、プロピレングリコールモ
ノブチルエーテル、プロピレングリコールモノ－ｔ－ブチルエーテル、プロピレングリコ
ールモノペンチルエーテル、プロピレングリコールモノヘキシルエーテル、ジプロピレン
グリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、ジプロピ
レングリコールモノプロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｉｓｏ－プロピル
エーテル、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノペ
ンチルエーテル、ジプロピレングリコールモノヘキシルエーテルなどを挙げることができ
る。
【００５７】
　グリコールエーテルや界面活性剤等は、インクの表面張力を調整するのに使用すること
ができる。具体的にはインクの表面張力が１５ｍＮ／ｍ～３０ｍＮ／ｍ以下になるよう適
宜添加でき、界面活性剤の添加量は、インク組成物に対して０．１～１０質量％程度の範
囲が好ましく、より好ましくは０．３～２質量％である。表面張力は１６～２８の範囲と
することがなお好ましく、１８～２５の範囲が最も好ましい。
【００５８】
　（湿潤剤）
　さらに水性インクには、インクの乾燥防止を目的として、湿潤剤を同様に添加すること
ができる。乾燥防止を目的とする湿潤剤のインク中の含有量は３～５０質量％であること
が好ましい。前記湿潤剤としては特に限定はないが、水との混和性がありインクジェット
プリンターのヘッドの目詰まり防止効果が得られるものが好ましい。例えば、グリセリン
、エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、分子量２００
０以下のポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ト
リプロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、イソプロピレングリコール、
イソブチレングリコール、１，２－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，２－
ペンタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，２－ヘキサンジオール、１，６－ヘ
キサンジオール、２－メチルペンタン－２，４－ジオール、１，２－ヘプタンジオール、
１，２－ノナンジオール、１，２－オクタンジオール、１，２－ヘキサンジオール、１，
２－ヘプタンジオール、１，２－ノナンジオール、１，２－オクタンジオール等のジオー
ル化合物、１，４－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、メソエリスリトール、ペ
ンタエリスリトール、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ－ヒドロキシエチル－２－ピロリ
ドン、２－ピロリドン、１，３－ジメチルイミダゾリジノン、ε－カプロラクタム等の含
窒素複素環化合物等が挙げられる。中でも、プロピレングリコール、１，３－ブチルグリ
コールを含むことが安全性を有し、かつインク乾燥性、吐出性能に優れた効果が見られる
。
【００５９】
　（浸透剤）
　さらに水性インクは、被記録媒体であるフィルムへの浸透性改良や記録媒体上でのドッ
ト径調整を目的として浸透剤を添加することができる。浸透剤としては、例えばエタノー
ル、イソプロピルアルコール等の低級アルコール、エチレングリコールヘキシルエーテル
やジエチレングリコールブチルエーテル等のアルキルアルコールのエチレンオキシド付加
物やプロピレングリコールプロピルエーテル等のアルキルアルコールのプロピレンオキシ
ド付加物等が挙げられる。インク中の浸透剤の含有量は０．０１～１０質量％であること
が好ましい。
【００６０】
　その他必要に応じて防腐剤、粘度調整剤、ｐＨ調整剤、キレート化剤、可塑剤、酸化防
止剤、紫外線吸収剤等を添加することができる。
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【００６１】
　（製造方法）
　本発明で使用する水性インクの製造方法には何ら限定されるものではない。前記顔料等
の色材と、前記極性基を有する樹脂と、水または水溶性有機溶媒と、必要に応じて界面活
性剤等の添加剤と仕込み分散させて水性インクとしてもよいし、予め顔料等色材の濃度の
高いミルベースを作成し、希釈・適宜添加剤を添加して水性インクとしてもよい。以下、
後者のミルベースを作成した後水性インクとする方法について述べる。
【００６２】
　ミルベースの製造方法としては、
（１）顔料分散剤及び水を含有する水性媒体に色材を添加した後、攪拌・分散装置を用い
て色材を該水性媒体中に分散させることにより、水性顔料分散液を調製する方法。
（２）色材、及び顔料分散剤を２本ロール、ミキサー等の混練機を用いて混練し、得られ
た混練物を水を含む水性媒体中に添加し、攪拌・分散装置を用いて水性顔料分散液を調製
する方法。
（３）メチルエチルケトン、テトラヒドロフラン等のような水と相溶性を有する有機溶剤
中に顔料分散剤を溶解して得られた溶液に色材を添加した後、攪拌・分散装置を用いて白
色顔料を有機溶液中に分散させ、次いで水性媒体を用いて転相乳化させた後、前記有機溶
剤を留去し水性顔料分散液を調製する方法。
などが挙げられる。
【００６３】
　攪拌・分散装置としては、例えば、超音波ホモジナイザー、高圧ホモジナイザー、ペイ
ントシェーカー、ボールミル、ロールミル、サンドミル、サンドグラインダー、ダイノー
ミル、ディスパーマット、ＳＣミル、ナノマイザー等を挙げることができ、これらのうち
の１つを単独で用いてもよく、２種類以上装置を組み合わせて用いてもよい。
【００６４】
　印刷方法についてはインクジェット印刷であることが好ましいが、オフセット印刷、活
版印刷、グラビア印刷、シルクスクリーン印刷等他の印刷方法によって印刷しても、また
これらの２種以上の印刷方法を組み合わせて印刷しても構わない。
【実施例】
【００６５】
　以下に実施例と比較例を挙げて、本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定
されるものではない。尚、例中の部及び％は特に断りの無い限り質量基準である。
【００６６】
　〔インクの塗工適性評価〕
　バーコーター（Ｎｏ．６）でＡ４サイズのフィルムに水性インクを塗工し、目視にては
じきの数を計測した。
　○：はじきが無い。
　×：はじきが一箇所以上ある。
【００６７】
　〔フィルムの耐熱性評価〕
　印刷後、９０℃で１分間乾燥させた時のフィルムの外観について目視にて評価した。
　○：よれ、皺、フィルムの変形等の外観不良がほとんど無い。
　△：若干のよれ、皺、フィルムの変形等の外観不良が見られる。
　×：著しいよれ、皺、フィルムの変形等の外観不良が見られる。
【００６８】
　〔被印刷適性評価〕
　記録媒体の（Ａ２）面に対して安定したインク転移（印刷）が行われたか否かを目視に
て評価した。
　○：印刷がかすれたり、印字できない部分等が無く、良好に印刷された。
　×：印刷がかすれたり、印字できない部分等が有り、印刷不良がある。
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【００６９】
　〔印刷後のインク密着性評価〕
　セロハンテープ（ニチバン製）剥離試験を行い、目視にて評価した。
　○：剥離無し。
　×：剥離有り。
【００７０】
〔水性インクの調製例〕
　水性インクは、市販のシアン色インク（ヒューレッドパッカード社製、ＨＰ　ＤＥＳＩ
ＧＮＪＥＴ　Ｌ２５５００）を用い、インク塗工適性評価を行った。インクを表面張力計
（協和界面科学製：ＣＢＶＰ－Ａ３）を用いて、白金プレート法により温度２５℃におけ
る表面張力を測定した結果、１８．２ｍＮ／ｍであった。同様に、粘度計（東亜ディーケ
ーケー製：ＴＶＥ－２５Ｌを用いて、２５℃における粘度測定した結果、３．２２ｍＰａ
・ｓであった。
【００７１】
　水性インクを用いた印刷物の調整に関しては記録媒体の（Ａ２）面に対して、インクジ
ェット印刷機「ＨＰ　ＤＥＳＩＧＮＪＥＴ　Ｌ２５５００」（ヒューレッドパッカード製
）を用い、インクジェット印刷を行った。
【００７２】
　実施例１
　樹脂層（Ａ１）用樹脂として、ホモポリプロピレン〔ＭＦＲ：１０Ｇ／１０分（２３０
℃、２１．１８Ｎ）、融点：１６３℃；以下、「ＨＯＰＰ」と記載〕を用いた。また、樹
脂層（Ａ２）用樹脂として、エチレン－（メタ）アクリル酸メチル共重合体〔密度：０．
９４０ｇ／ｃｍ３、ＭＡ含有量１８％；以下、「ＭＡ１」と記載〕を用いた。これらの樹
脂をそれぞれ、樹脂層（Ａ１）用押出機（口径５０ｍｍ）及び樹脂層（Ａ２）用押出機（
口径５０ｍｍ）に供給して２００～２５０℃で溶融し、その溶融した樹脂をフィードブロ
ックを有するＴダイ・チルロール法の共押出多層フィルム製造装置（フィードブロック及
びＴダイ温度：２５０℃）にそれぞれ供給して共溶融押出を行って、フィルムの層構成が
（Ａ１）／（Ａ２）の２層構成で、各層の厚さが９６μｍ／２４μｍ（合計１２０μｍ）
である共押出多層フィルムを得た。この支持体の（Ａ２）層の面に濡れ張力が４０ｍＮ／
ｍとなるようコロナ放電処理をした後、調製例で得られた水性インクを使用して印刷する
ことで、実施例１の印刷物を作製した。
【００７３】
　実施例２
　実施例１のフィルムの層構成（Ａ１）／（Ａ２）の各層の厚さを５６μｍ／１４μｍ（
合計７０μｍ）とした以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００７４】
　実施例３
　実施例１のフィルムの層構成（Ａ１）／（Ａ２）の各層の厚さを２４μｍ／６μｍ（合
計３０μｍ）とした以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００７５】
　実施例４
　実施例１の樹脂層（Ａ２）の酸変性オレフィン系樹脂をエチレン－アクリル酸メチル共
重合体〔ＭＡ含有量１２％、密度：０．９３３ｇ／ｃｍ３；以下、「ＭＡ２」と記載〕に
置き換えた以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００７６】
　実施例５
　実施例１の樹脂層（Ａ２）の酸変性オレフィン系樹脂をエチレン－アクリル酸メチル－
無水マレイン酸共重合体〔密度：１．００ｇ／ｃｍ３、コポリマー含有量１５％；以下、
「ＭＡ３」と記載〕に置き換えた以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作
製した。



(15) JP 5327560 B2 2013.10.30

10

20

30

40

【００７７】
　実施例６
　実施例１の樹脂層（Ａ２）用の樹脂ＭＡ１を５０％とプロピレン－エチレン共重合体〔
密度：０．９００ｇ／ｃｍ３、ＭＦＲ：７～９ｇ／１０分（２３０℃、２１．１８Ｎ）、
融点：１５０℃；以下「ＣＯＰＰ」と記載〕５０％との配合物に置き換えた以外は実施例
１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００７８】
　実施例７
　実施例１の樹脂層（Ａ２）用の樹脂ＭＡ１を２０％とＣＯＰＰを８０％との配合物に置
き換えた以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００７９】
　実施例８
　実施例６の樹脂層（Ａ１）のＨＯＰＰを高密度ポリエチレン〔密度：０．９６３ｇ／ｃ
ｍ３、ＭＦＲ：７ｇ／１０分（１９０℃、２１．１８Ｎ）、融点１３０℃；以下、「ＨＤ
ＰＥ」と記載〕に置き換えた以外は実施例６と同様にしてインクジェット印刷物を作製し
た。
【００８０】
　実施例９
　実施例６の樹脂層（Ａ１）のＨＯＰＰを中密度ポリエチレン〔密度：０．９３４ｇ／ｃ
ｍ３、ＭＦＲ：５．３ｇ／１０分（１９０℃、２１．１８Ｎ）、融点１１９℃；以下、「
ＭＤＰＥ」と記載〕に置き換えた以外は実施例６と同様にしてインクジェット印刷物を作
製した。
【００８１】
　実施例１０
　実施例１のアクリル酸変性樹脂をエチレン－（メタ）アクリル酸共重合体〔密度：０．
９４０ｇ／ｃｍ３、酸変性率１２％；以下、「ＭＡ４」と記載〕に置き換えた以外は実施
例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００８２】
　実施例１１
　実施例１のフィルムの層構成（Ａ１）／（Ａ２）の各層の厚さを１１４μｍ／６μｍ（
合計１２０μｍ）とした以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００８３】
　実施例１２
　実施例１のフィルムの層構成（Ａ１）／（Ａ２）の各層の厚さを９０μｍ／３０μｍ（
合計１２０μｍ）とした以外は実施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００８４】
　比較例１
　実施例１の樹脂層（Ａ２）の酸変性オレフィン系樹脂をＣＯＰＰに置き換えた以外は実
施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００８５】
　比較例２
　実施例１の樹脂層（Ａ２）の酸変性オレフィン系樹脂をＨＤＰＥに置き換えた以外は実
施例１と同様にしてインクジェット印刷物を作製した。
【００８６】
　以上で得られた印刷物に対しての評価結果を表１～２に示す。
【００８７】
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【表１】

【００８８】

【表２】

【産業上の利用可能性】
【００８９】
　本発明のインクジェット印刷物は、例えば、屋外広告（ポスター、のぼり等）、ラベル
、壁紙、包装用フィルム、葉書、OHPシート、インジェット紙、くじ券、帳票等、種々の
目的に用いることができる。
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